
 

【表紙】  

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年12月15日

【事業年度】 第47期（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

【会社名】 株式会社要興業

【英訳名】 KANAME KOGYO CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　木納　　孝

【本店の所在の場所】 東京都豊島区池袋二丁目14番８号池袋エヌエスビル

【電話番号】 03-3986-5352

【事務連絡者氏名】 取締役総務部長　村木　宣彦

【最寄りの連絡場所】 東京都豊島区池袋二丁目14番８号池袋エヌエスビル

【電話番号】 03-3986-5352

【事務連絡者氏名】 取締役総務部長　村木　宣彦

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

  
 
 

EDINET提出書類

株式会社要興業(E33633)

訂正有価証券報告書

1/2



１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

EY新日本有限責任監査法人からの報告により、2019年６月26日に提出いたしました第47期（自　2018年４月１日　

至　2019年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項が生じましたので、これを訂正するため有

価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　第４　提出会社の状況

　　４　コーポレート・ガバナンスの状況等

　　　(3)　監査の状況

　　　　③　会計監査の状況

　　　　　イ　会計監査人の状況

　　　　　　c.監査業務に係る補助者の構成

 
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　

第一部 【企業情報】

 

第４ 【提出会社の状況】

 

４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 
(3) 【監査の状況】

③　会計監査の状況

　イ　会計監査人の状況

    c.監査業務に係る補助者の構成

（訂正前）

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士10名、その他6名であります。

 
（訂正後）

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士9名、その他6名であります。
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